
平成１８年３月期  個別財務諸表の概要 平成１８年５月１１日

上場会社名  株式会社 ダイヘン 上場取引所 東証・大証市場第１部

コ ー ド番号 ６６２２ 福証

（ＵＲＬ　http://www.daihen.co.jp/） 本社所在都道府県 大阪府

代　　表　　者 役職名 代表取締役社長

氏　名 柳　生　　　勝

問合せ先責任者 役職名 総合企画室経理部長 ＴＥＬ (０６)６３９０－５５０６

氏　名 河　本    憲　二

決算取締役会開催日 平成１８年５月１１日 中間配当制度の有無 有 ・ 無

配当支払開始予定日 平成１８年６月３０日 定時株主総会開催日 平成１８年６月２９日

単元株制度採用の有無 有 (１単元 １,000株) ・ 無

１． 平成１８年３月期の業績（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

  （注）本決算短信中の金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

（１）経営成績

百万円 ％ 百万円  ％ 百万円 ％

６０，２０５ （     5.8） ３，０７９ （    22.7） ３，５４６ （    57.6）

５６，９３０ （    18.7） ２，５１０ （   366.9） ２，２５０ （   188.7）

百万円 ％   円 銭 円 銭 ％ ％ ％

１，６５６ （    79.8） １２ １８ ５. ８ ５．４ ５．９

９２１ （   101.9） ６ ６５ ３. ４ ３．３ ４．０

（注） 1．期中平均株式数 18年3月期 133,408,684株 17年3月期 133,494,764株

2．会計処理の方法の変更 有 ・ 無

3．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパ－セント表示は、対前期増減率

（２）配当状況

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

５ ００ ０ ００ ５ ００ ６６６ ４１.１ ２．２

３ ００ ０ ００ ３ ００ ４００ ４５.１ １．５

（３）財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

６６，１８１ ２９，９７４ ４５. ３ ２２４ ５０

６５，８１９ ２７，５５６ ４１. ９ ２０６ ２４

（注） 1．期末発行済株式数 18年3月期 133,374,195株 17年3月期 133,452,165株

2．期末自己株式数 18年3月期   2,142,260株 17年3月期   2,064,290株

２． 平成１９年３月期の業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

２９，０００ １，５００ 　９００　 ０  ００ 

６２，０００ ３，６００ ２，０００　 ５ ００   ５   ００

（参考）1株当たり予想当期純利益（通期） １４ 円 ７６ 銭

（注）上記の予想は現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後の様々な要因によって

　　　異なる結果となる可能性があります。

中   間   期

通        期

１８年３月期

１７年３月期

１８年３月期

１７年３月期

配 当 性 向

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金

潜 在 株 式 調 整 後

売　上　高 経常利益 当期純利益

株 主 資 本

配  当  率（ 年   間 ）

株  主  資  本

総  資  本

経常利益率

売　上　高

経常利益率

売　　　上　　　高 営　 業　 利　 益

当 期 純 利 益
株 主 資 本

当期純利益率

１８年３月期

１７年３月期

経　 常　 利　 益

１株当たり

当期純利益 １株当たり当期純利益

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金

中　間 期　末

配 当 金 総 額

１８年３月期

１７年３月期

中    間 期    末

総　　資　　産 １株当たり株主資本株 主 資 本 比 率

(財)財務会計基準機構会員

－２６－



６．個別財務諸表等

   貸　 借　 対　 照　 表

(単位：百万円）

期　　別 当　　　期 前　　　期 増　　　減

科　　目 (平成18年3月31日現在） (平成17年3月31日現在）

[資　産　の　部］

Ⅰ　流　動　資　産 33,128  30,632  2,496  

現 金 及 び 預 金 2,316  2,121  195  

受 取 手 形 386  473  △86  

売 掛 金 15,539  13,047  2,491  

製 品 5,227  5,110  117  

仕 掛 品 1,957  1,930  26  

原 材 料 ・ 貯 蔵 品 2,298  1,738  559  

繰 延 税 金 資 産 1,032  762  270  

そ の 他 の 流 動 資 産 5,011  5,448  △437  

貸 倒 引 当 金 △639  △639  

Ⅱ　固　定　資　産 33,052  35,187  △2,134  

有形固定資産 12,751  12,511  239  

建 物 4,826  4,542  283  

構 築 物 361  350  10  

機 械 及 び 装 置 1,981  2,012  △30  

車 両 運 搬 具 14  14  △0  

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品 679  619  60  

土 地 4,314  4,329  △15  

建 設 仮 勘 定 574  642  △68  

無形固定資産 1,445  2,364  △919  

ソ フ ト ウ ェ ア 1,358  2,275  △917  

施 設 利 用 権 等 86  89  △2  

投資その他の資産 18,856  20,311  △1,454  

投 資 有 価 証 券 6,984  6,425  558  

関 係 会 社 株 式 5,813  5,584  229  

関 係 会 社 出 資 金 1,393  1,393  

出 資 金 ・ 敷 金 475  432  42  

長 期 貸 付 金 1,289  1,180  108  

長 期 前 払 費 用 40  47  △7  

前 払 年 金 費 用 2,574  3,280  △706  

繰 延 税 金 資 産 259  2,041  △1,781  

そ の 他 の 投 資 等 104  4  100  

貸 倒 引 当 金 △76  △78  1  

66,181  65,819  361  資　　産　　合　　計

－２７－



(単位：百万円）

期　　別 当　　　期 前　　　期 増　　　減

科　　目 (平成18年3月31日現在） (平成17年3月31日現在）

[負　債　の　部］

Ⅰ　流　動　負　債 25,516  22,263  3,253  

支 払 手 形 5,283  4,674  608  

買 掛 金 4,229  4,088  141  

短 期 借 入 金 12,088  9,333  2,754  

１ 年 以 内 償 還 社 債 320  1,320  △1,000  

未 払 金 1,935  1,226  709  

未 払 費 用 398  414  △15  

未 払 法 人 税 等 377  114  262  

賞 与 引 当 金 779  773  5  

そ の 他 の 流 動 負 債 104  317  △213  

Ⅱ　固　定　負　債 10,690  15,999  △5,308  

社 債 3,360  3,680  △320  

長 期 借 入 金 7,049  8,797  △1,748  

退 職 給 付 引 当 金 209  2,550  △2,341  

そ の 他 の 固 定 負 債 72  971  △899  

負    債     合     計 36,207  38,262  △2,055  

[資　本　の　部]

10,596  10,596  

Ⅱ　資　  本　  剰　  余　  金 (  10,025) (  10,024) (    0) 

資 本 準 備 金 10,023  10,023  

そ の 他 資 本 剰 余 金 1  0  0  

　自 己 株 式 処 分 差 益 1  0  0  

Ⅲ　利　  益　  剰　  余　  金 (  7,273) (  6,051) (   1,222) 

利 益 準 備 金 2,211  2,211  

任 意 積 立 金 2,408  2,408  

　固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 73  73  

　別    途    積    立    金 2,335  2,335  

当  期  未  処  分  利  益 2,653  1,431  1,222  

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 2,379  1,152  1,226  

Ⅴ　自　　 己　　 株　　 式 △300  △267  △32  

資    本    合    計 29,974  27,556  2,417  

66,181  65,819  361  

　　　　　当   期 　　　　　前   期 　　　　　増   減

注 １ 有形固定資産の減価償却累計額  27,248  26,929  319  

   ２ 保証債務 497  695  △198  

   ３ 売掛金譲渡残高 1,969  1,499  469  

Ⅰ　資　　　    本　　　    金

負 債 及 び 資 本 合 計

－２８－



（単位 ： 百万円）

期　　別　 当　　 期 前　　 期

自 平成17年4月 1日 自 平成16年4月 1日 増      減

  科    目 至 平成18年3月31日 至 平成17年3月31日

Ⅰ　売            上            高 60,205  56,930  3,275  

Ⅱ　売       上        原       価 45,998  43,741  2,256  

    売　   上　   総　   利　   益 14,206  13,188  1,018  

Ⅲ　販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 11,127  10,678  449  

    営　　　業　　　利　　　益 3,079  2,510  569  

Ⅳ　営　 業　 外　 収　 益 (  1,797) (  1,191) (  606) 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 676  484  191  

雑 収 入 1,121  707  414  

Ⅴ　営　 業　 外　 費　 用 (  1,331) (  1,451) (   △120) 

支 払 利 息 302  316  △14  

雑 損 失 1,028  1,135  △106  

    経　　　常　　　利　　　益 3,546  2,250  1,295  

Ⅵ　特　　　別　　　利　　　益 (  1,114) (  49) (  1,065) 

退 職 給 付 信 託 設 定 益 676  676  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 429  429  

固 定 資 産 売 却 益 8  49  △40  

Ⅶ　特　　　別　　　損　　　失 (  1,902) (  714) (  1,187) 

ソフトウェア臨時償却費 928  928  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 639  639  

役 員 退 職 慰 労 金 325  325  

事 業 再 編 費 用 347  △347  

環 境 対 策 費 用 295  △295  

関 係 会 社 清 算 損 46  △46  

そ の 他 9  25  △16  

    税　引　前　当　期　純　利　益 2,758  1,585  1,173  

    法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 429  53  375  

    法　 人　 税　 等　 調　 整　 額 672  610  62  

    当　   期　   純　   利　   益 1,656  921  735  

    前　  期　  繰　  越　  利　  益 997  509  487  

    当　 期　 未　 処　 分　 利　 益 2,653  1,431  1,222  

損　 益　 計　 算　 書

－２９－



（単位 ： 百万円）

当   期   未   処   分   利   益 ２，６５３ １，４３１

これを次のとおり処分いたします。

利 益 配 当 金 ６６６ ４００

１株につき １株につき

５．０円    ３．０円    

取 締 役 賞 与 ２５ ２８

監 査 役 賞 与 ６ ５

別 途 積 立 金 １，０００

次 期 繰 越 利 益 ９５４ ９９７

利　 益　 処　 分　 案

前    期

自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日

科         目

当    期

自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日

－３０－



重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式
移動平均法に基づく原価法

② その他有価証券
　 (イ)時価のあるもの

　　決算日の市場価格等に基づく時価法
　　（評価差額は、全部資本直入法により処理しております。また、売却原価は移動平均法により
　　　算定しております。）

(ロ)時価のないもの
　　移動平均法に基づく原価法

２．デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

① 購入製品・原材料・貯蔵品
最終仕入原価法

② 製品・仕掛品
総平均法に基づく原価法

４．固定資産の減価償却方法

① 有形固定資産
三重工場の建物、構築物、機械及び装置は、定額法によっております。
その他の有形固定資産は、定率法によっております。但し、平成１０年４月１日以降に取得した建
物（建物附属設備を除く）については、定額法によっております。なお、耐用年数及び残存価額に
ついては法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

② 無形固定資産
自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可能期間に基づく定額法（５年）、市場販売
目的ソフトウェアについては、見込販売数量に基づく方法によっております。また、その他の無形
固定資産については、定額法によっております。なお、償却年数については法人税法に規定する方
法と同一の基準によっております。

③ 長期前払費用
均等償却法によっております。なお、償却期間については法人税法に規定する方法と同一の基準に
よっております。

５．引当金の計上基準

① 貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の
特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③ 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上
しております。
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(１５年)
による定額法により発生年度から費用処理しております。

６．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

７．重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理を採用しております。
但し、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行っております。
また、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。

－３１－



②ヘッジ手段とヘッジ対象

③ヘッジ方針
内規に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクを回避する目的で行っております。
なお、リスクカテゴリー別に必要なヘッジ手段を選択しております。

④ヘッジの有効性評価の方法
ヘッジ手段とヘッジ対象について、相場変動額またはキャッシュ・フロー変動額をヘッジ期間全体
にわたり比較し、有効性を評価しております。

８．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

〔 財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 〕

 （固定資産の減損に係る会計基準）

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す
 る意見書」（企業会計審議会　平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適
 用指針」（企業会計基準適用指針第６号　企業会計基準委員会　平成１５年１０月３１日）を適用
 しております。
 これによる損益に与える影響はありません。

 （退職給付に係る会計基準の一部改正）

 当事業年度より、「『退職給付に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第３号　企業会計基
 準委員会　平成１７年３月１６日）を適用しております。
 これにより営業利益は１３８百万円増加し、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ２３６百万
 円増加しております。

（注記事項）

 〔損益計算書関係〕

　一般管理費及び当期製造費用に含まれる 　一般管理費及び当期製造費用に含まれる
　研究開発費の額 　研究開発費の額

　一般管理費 百万円 　一般管理費 百万円
　当期製造費用 　当期製造費用
　計 　計

（リース取引関係）

　ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため、記載を省略しております。

ヘ  ッ  ジ  手  段

為　 替 　予  約

金 利 ス ワ ッ プ

ヘ  ッ  ジ  対  象

外　貨　建　取　引

借 入 金 の 利 息

1,071
629

1,701

1,303
662

1,966

自　平成16年4月 1日
至　平成17年3月31日

当　　　期
自　平成17年4月 1日
至　平成18年3月31日

前　　　期

－３２－



（税効果会計関係）

当      期 前      期
平成18年3月31日現在 平成17年3月31日現在

１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な １． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な
原因別の内訳 原因別の内訳

　（繰延税金資産） 　（繰延税金資産）
退職給付引当金損金算入限度超過額 2,271 退職給付引当金損金算入限度超過額 2,784
賞与引当金損金算入限度超過額 316 賞与引当金損金算入限度超過額 314
貸倒引当金損金算入限度超過額 259 繰越欠損金 699
その他 1,264 その他 829
繰延税金資産合計 4,111 繰延税金資産合計 4,627

　（繰延税金負債） 　（繰延税金負債）
退職給付信託設定益 △ 1,143 退職給付信託設定益 △ 985
その他有価証券評価差額金 △ 1,626 その他有価証券評価差額金 △ 787
固定資産圧縮積立金 △ 50 固定資産圧縮積立金 △ 50
繰延税金負債合計 △ 2,819 繰延税金負債合計 △ 1,823

繰延税金資産の純額 1,291 繰延税金資産の純額 2,803

２． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等 ２． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等
の負担率との差異の原因となった主な項目別 の負担率との差異の原因となった主な項目別
の内訳 の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等 法定実効税率 ４０.６％
の負担率との間の差異が法定実効税率の百分
の五以下であるため注記を省略しております。 　（調整）

・交際費等永久に損金に ２.４％
　算入されない項目
・受取配当等永久に益金 △２.５％
　に算入されない項目
・住民税均等割等 １.７％
・その他 △０.３％
・税効果会計適用後の法 ４１.９％
　人税等の負担率

７．役員の異動

(1)代表者の異動

該当事項はありません。

(2)その他の役員の異動

該当事項はありません。

－３３－



<ご参考資料>

平成18年3月期 決算(単独)  セグメント別業績

■売上高
(単位：百万円)

当  　期 前  　期

区    分 自  平成17年4月 1日 自  平成16年4月 1日 増     減

至  平成18年3月31日 至  平成17年3月31日

電力機器 24,660 21,762 2,898 <+13.3%>

事　業 (1,861) (1,167) (694) <+59.5%>

溶接ﾒｶﾄﾛ 24,091 19,909 4,182 <+21.0%>

事　業 (6,916) (5,473) (1,443) <+26.4%>

半導体機器 11,453 15,258 △ 3,805 <△24.9%>

事　業 (3,606) (4,401) (△ 795) <△18.1%>

合    計 60,205 56,930 3,275 <+5.8%>

(12,383) (11,041) (1,342) <+12.2%>

注：(  )内は海外売上高

■受注高及び期末受注残高
(単位：百万円)

当  　期 前  　期

区    分 自  平成17年4月 1日 自  平成16年4月 1日 増     減

至  平成18年3月31日 至  平成17年3月31日

電力機器 24,512 22,973 1,539 <+6.7%>

事　業 (1,823) (1,408) (415) <+29.5%>

溶接ﾒｶﾄﾛ 24,545 19,960 4,585 <+23.0%>

事　業 (6,869) (5,096) (1,773) <+34.8%>

半導体機器 12,202 12,371 △ 169 <△1.4%>

事　業 (3,940) (4,322) (△ 382) <△8.8%>

合    計 61,259 55,304 5,955 <+10.8%>

(12,633) (10,826) (1,807) <+16.7%>

期末受注残高 11,026 9,971 1,055 <+10.6%>

(3,543) (3,293) (250) <+7.6%>

注：(  )内は海外受注高及び海外受注残高


